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住宅用火災警報器の設置状況等調査結果（令和５年６月１日時点）について 
 
 

 住宅用火災警報器の設置率等の調査については、「住宅用火災警報器の設置状況等調査
について」（令和５年１月 16 日付け消防予第 22 号）により依頼していたところです。 
消防庁にご提出いただいた調査結果を集計したところ、令和５年６月１日時点における

設置率等の結果は別添のとおりとなりました。 
住宅用火災警報器の設置状況については、平成 23年６月までに全ての住宅において設

置が義務化されているところですが、全国平均値で設置率が約８割、条例適合率が７割弱
となっている一方、設置率や条例適合率が非常に低い地域も見られます。 
また、作動確認を実施した世帯のうち 2.9％で住宅用火災警報器の電池切れや故障が確

認され、設置から 10 年を経過した住宅用火災警報器の割合も 32.0％と、令和３年に調査
を始めてから増加傾向にあります。住宅用火災警報器の設置の定着を図ることはもとよ
り、火災時における適切な作動を確保する観点から、設置された住宅用火災警報器の定期
的な点検と、設置から 10年以上経過している住宅用火災警報器に対する本体交換の推奨
など、機会を捉えた適切な維持管理の更なる働きかけをお願いします。 
各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村（消防の事務を

処理する一部事務組合等を含む。）に対してもこの旨周知いただきますようお願いしま
す。 

 
 
 

<連絡先> 

消防庁予防課 泉・菅野 

電話：03-5253-7523 
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